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論文審査の結果の要旨 

[論文内容の要旨] 

ステータス消費に関する研究は、先進国の消費者を対象に古くから行われている。一方、発展途上国の消費者を

対象とするステータス消費に関する研究の歴史はまだ浅い。しかし、新興国における経済発展等を背景に、ここ十年

発展途上国におけるステータス消費行動が注目されるようになった。というのは、経済発展により多くの人々の所得

が上昇することに伴い、ステータスの向上に対するニーズも認識されるようになったからである。この流れのなかで、

ステータスの獲得を意識する消費者は高所得の消費者ばかりではなく、低所得の消費者も同様な傾向を見せている。

特に、後者の場合、厳しい予算制約のなかでステータス消費をどのように実現できるかがひとつの研究の関心になっ

ている。一方、マーケティングの観点から、新興国の消費者によるステータス商品への高いニーズは魅力的な市場機

会として捉えることができる。このような認識の下で、ステータス消費を促進する個人要因、製品要因および状況要

因を解明することを目的とする研究が多く行われている。一方、ステータス消費を抑制する要因に関する研究はほと

んど皆無である。そこで、本論文は新興国消費者のステータス消費の動機に負の影響を与える要因を明らかにするこ

とを目的とする。また、新興国消費者のステータス消費行動を深く理解するために、ステータス消費を目的とする金

融商品（ローン）の利用を個人のデモグラフィックおよび心理的特性によってどの程度説明できるか計量分析を通じ

て解明する。 

本論文は４章から構成されている。第１章では、ステータス消費の概念の解説、先行研究の整理、本論文の問題

認識および研究の目的を述べている。第２章では、ステータス消費を抑制する個人特性に関する実証分析を詳述する。

ここでは、自制心、自己実現のニーズ、宗教観念、未来志向性、と自己効力感という５つの個人特性の影響を検証す

る。分析においては、バングラデシュの消費者を対象にコンジョイント実験を行い、潜在クラスモデルを用いて消費

者セグメントレベルにおけるステータス消費の程度と上述の個人特性の関係を統計的に示している。第３章では、ス

テータス消費を行うための財源の獲得行動に関する分析を述べる。ここでは、低所得の消費者のステータス消費行動

に焦点を当て、ステータス消費を目的としたローンの利用が個人間でどのように異なるかを検討する。分析対象とす

るローン商品は、発展途上国で利用頻度が高い住宅ローン、自動車ローン、と二輪車ローンである。分析結果から、

ローンの利用行動が消費者のライフスタイルによって部分的に説明できることが示されている。また、ライフスタイ

ルの影響がローンの種類によって異なることも示されている。 

最後の第４章では、本論文で得られた知見のまとめ、本論文の限界および今後の研究課題の展望について述べて

いる。 

 

[審査結果の要旨] 

本論文は、これまでの研究で明らかにされていない新興国消費者のステータス消費行動を抑制する個人的特性に

ついて実験を通じて解明することで、当該分野における知識の体系化に重要な貢献をしたと評価できる。また、低所

得者によるステータス消費を目的としたローンの利用行動の多様性を説明することで、実務に対して有用な示唆を与

えている。したがって、本論文を博士（経営学）に値するものと判断する。 

 

 




